
【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成20年６月20日

【中間会計期間】 第12期中（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

【会社名】 株式会社　ティア

【英訳名】 TEAR Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　冨安　徳久

【本店の所在の場所】 愛知県名古屋市北区黒川本通三丁目35番地１

【電話番号】 052-918-8200

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　　林　信孝

【最寄りの連絡場所】 愛知県名古屋市北区黒川本通三丁目35番地１

【電話番号】 052-918-8254

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長　　林　信孝

【縦覧に供する場所】 株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

EDINET提出書類

株式会社ティア(E05585)

半期報告書

 1/36



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期

会計期間

自平成17年
10月１日
至平成18年
３月31日

自平成18年
10月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
10月１日
至平成20年
３月31日

自平成17年
10月１日
至平成18年
９月30日

自平成18年
10月１日
至平成19年
９月30日

売上高 （千円） － 2,716,268 3,077,501 4,637,350 5,267,487

経常利益 （千円） － 227,324 313,795 213,285 330,613

中間（当期）純利益 （千円） － 129,876 176,741 90,565 184,026

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － － －

資本金 （千円） － 580,375 580,375 556,000 580,375

発行済株式総数 （株） － 22,750 22,750 10,400 22,750

純資産額 （千円） － 998,227 1,183,614 840,464 1,052,369

総資産額 （千円） － 5,507,939 5,417,616 4,064,442 5,180,925

１株当たり純資産額 （円） － 43,878.14 52,027.03 80,813.92 46,258.02

１株当たり中間（当期）純利益金額 （円） － 6,134.07 7,768.87 9,987.37 8,378.23

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） － 5,783.44 7,757.17 9,209.09 8,134.60

１株当たり配当額 （円） － － － 2,000 2,000

自己資本比率 （％） － 18.1 21.8 20.7 20.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － 338,202 347,589 210,713 486,776

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － △28,143 △31,507 △849,173 △982,561

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － 1,162,611 9,337 605,342 721,461

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
（千円） － 2,087,021 1,165,445 614,350 840,026

従業員数 （人） － 146 154 147 156

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．当社は第11期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であり、第11期中間会計期間より証券取引法第193条

の２の規定に基づく中間監査を受けているため、それ以前については記載しておりません。

３．売上高には消費税等は含まれておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社を有しておりませんので、記載しておりません。

５．当社は、平成19年２月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。なお、１株当たり純資

産額及び１株当たり中間(当期)純利益金額は、期首に行われたものとして計算しております。 
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年３月31現在

従業員数（人） 154  

（注）従業員数は就業人員であります。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しています。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間会計期間における我が国経済は、緩やかな回復基調を続けながらも、世界経済の減速の影響により、けん引役

であった輸出の伸びが鈍化したことに加え、長期化する原油高からの原材料商品価格の値上がりによって、企業、家計

の先行きに不透明さを増す結果となりました。

このような状況のなか、総務省が先般発表した推計人口（確定値）によると、出生から死亡人口を引いた自然増減

は、昭和25年以来初めて自然減に転じ、人口減の局面に入ったことを裏付けました。また、65歳以上の高齢者人口が過

去最高となったものの、14歳以下の年少人口が過去最低となり、少子高齢化が進んでいることを示しました。

このような環境のなか、葬儀業界におきましては、経済産業省の動態統計調査によると、平成19年度の葬儀業の売上

高、取扱件数、事業所数及び従業者数は前年を上回り、葬儀マーケットの拡大基調があらわれているものの、同業他社

との競争が激化していること、核家族化の進行や形式的儀礼を避ける風潮を受け、家族葬の需要が高まっていること

から、葬儀単価は逓減傾向にあり、安定成長基調の減速が色濃くなっております。

これらを背景に当社におきましては、開業当初より進めてまいりました価格の透明化、ご遺族の悲しみを和らげる

べく徹底した社員教育を実施し、サービスの更なる向上に努めた結果、葬儀請負件数が2,208件（前年同期比16.8％

増）となり、売上高30億77百万円（前年同期比13.3％増）、営業利益3億43百万円（前年同期比35.3％増）、経常利益3

億13百万円（前年同期比38.0％増）、中間純利益1億76百万円（前年同期比36.1％増）となりました。 

(2）キャッシュフロー

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べて３億25百万円増

加し、11億65百万円となりました。

  なお、当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において、営業活動の結果得られた資金は３億47百万円となりました。これは主に法人税等の支

払額１億18百万円や利息の支払額36百万円等があったものの、税引前中間純利益が３億９百万円であったことや減

価償却費99百万円を計上したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において、投資活動の結果使用した資金は31百万円となりました。これは主に有形固定資産の売

却収入１億34百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出１億01百万円があったこと等によるものであ

ります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において、財務活動の結果得られた資金は９百万円となりました。これは長期借入金返済による

支出５億45百万円及び配当金の支払44百万円があったものの、長期借入金の借入による収入６億円があったことに

よるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）受注実績

　該当事項はありません。

(3）販売実績

　当中間会計期間の販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日） 前年同期比（％）

金額（千円）

葬祭事業 3,064,869 113.5

フランチャイズ事業 12,631 77.1

合計 3,077,501 113.3

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(4）葬儀請負の状況

　当中間会計期間の地域別葬儀請負施行件数の状況は、次のとおりであります。

地域

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日） 前年同期比（％）

会館数 施行件数（件）

名古屋市内 14 1,562 115.9

愛知県内

（名古屋市内を含まず）
7 591 115.7

愛知県外 1 55 177.4

 合計 22 2,208 116.8

３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。
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４【経営上の重要な契約等】

(1）フランチャイズ契約

　当社は、平成19年３月17日開催の取締役会において、株式会社スリ－ケイエムとのフランチャイズ契約に関する決議を行

い、同年５月１日にフランチャイズ契約を締結いたしましたが、同年10月16日に同社との譲受契約を締結したことにより

フランチャイズ契約を解消いたしました。

相手方の名称 契約内容 契約期間

株式会社スリーケイエム
葬儀事業の経営に関するノウハウ等の提供を

行う契約

平成19年５月１日から10年間

（以後、１年毎の継続契約）

(2）事業譲受

相手方の名称 契約内容 契約日

株式会社スリーケイエム

葬儀会館「ティア岡崎」に関する事業資産等

　譲受価額　　　　　45,816千円

　取引実行日　平成19年10月16日

平成19年10月16日

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の売却は、次のとおり完了しました。

　また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、売却等の計画はありません。

売却

事業所名
（所在地）

設備の内容
帳簿価額
（千円）

売却の年月

 新規会館用地　（注）

 （名古屋市守山区）
会館用地 153,943  平成19年10月

（注）売却後、賃借に変更しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 41,600

計 41,600

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月20日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,750 22,750
名古屋証券取引所

（セントレックス）
－

計 22,750 22,750 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年６月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成16年12月15日定時株主総会特別決議

 
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個）
50

（注）１，２
同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50

注）２，３，８

同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
一株につき25,000

（注）４，５，８
同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年１月20日

至　平成26年９月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　25,000

資本組入額　12,500
同左

新株予約権の行使の条件 （注）６，７，８ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左

代用払込みに関する事項  ───  ───

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ───  ───

　（注）１．新株予約権１個につき普通株式１株であります。

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、平成19年１月末日現在の株主に対して１株につき

２株の株式分割を実施した後の数であります。
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３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

しかかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についての

み行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとする。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×分割・併合の比率

また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当

社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

４．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとする。

調整後行使価額 ＝

既発行株式数×
調整前行使価
額

＋
新規発行株式数
又は処分株式数

×
１株当たり払込金額
又は処分価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。

５．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、１円未満の端数は切上げるも

のとする。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行うものとする。

６．新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。

(ア）新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。新株予約権者

が死亡した場合も相続は認めないものとする。

(イ）新株予約権発行時において当社役員及び従業員であった者は、新株予約権行使時においても当社、当社子

会社又は当社の関係会社の役員又は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職

その他正当な理由のある場合並びに当社取締役会が特に認めたものについてはこの限りでない。

(ウ）新株予約権を行使するには、当社の発行する普通株式が、株式市場に上場していることを要する。

(エ）その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議により決定するものとする。

７．新株予約権の消却事由及び消却条件は、次のとおりであります。

(ア）当社が消滅会社となる合併についての合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換についての株式交換

契約書又は株式移転の議案について株主総会の承認決議がなされたときは、当社は新株予約権を無償で

消却することができるものとする。

(イ）（注）６（イ）又は（ウ）に規定する条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できなくなった場

合、及び新株予約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当社は当該新株予約権を無償で消

却することができるものとする。

８．株式交換・株式移転の場合の承継に関する事項

(ア）当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行うときは、完全親会社に新株予約権を承継することが

できる。

(イ）承継する新株予約権の目的となる株式の種類及び数

完全親会社の普通株式とし、当社普通株式１株当たりの完全親会社株式の割当比率により株式数を決定

し、１株未満の端数は切捨てるものとする。

(ウ）承継する新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は次の算式により決定し、１円未満の端数は切上

げるものとする。

承継後払込価額 ＝ 承継前払込価額 ×
１

当社普通株式１株当たりの完全親会社株式の割当比率

(エ）承継する新株予約権の行使期間は、承継以前の行使期間とし、承継時に行使期間開始日が到来していると

きは、株式交換又は株式移転の効力発生日から期間の満了日までとする。

(オ）承継する新株予約権の行使の条件及び消却については、（注）６、７と同様の定めをおくものとする。

(カ）承継する新株予約権の譲渡については完全親会社の取締役会の承認を要する。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 
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（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成19年10月１日～
平成20年３月31日

－ 22,750 － 580,375 － 213,875

（５）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社夢現 愛知県名古屋市中区新栄２丁目２－７ 8,160 35.86

横山　博一 愛知県名古屋市天白区 2,400 10.54

名古屋鉄道株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅１丁目２－４ 1,600 7.03

冨安　徳久 愛知県名古屋市東区 1,130 4.96

内堀　弘 石川県金沢市 1,015 4.46

芥　好夫 香川県丸亀市 574 2.52

阿部　重治 岐阜県各務原市 431 1.89

池戸　正勝 愛知県名古屋市守山区 420 1.84

ティア社員持株会 愛知県名古屋市北区黒川本通３丁目35－１ 343 1.50

深谷　志郎 愛知県名古屋市中村区 330 1.45

計 － 16,403 72.10
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式       22,750

　
22,750 －

端株 － － －

発行済株式総数 22,750 － －

総株主の議決権 － 22,750 －

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 83,800 84,500 85,000 82,000 81,800 79,500

最低（円） 79,000 77,000 80,000 71,200 74,000 74,900

　（注）　最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）

の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年10

月１日から平成20年３月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金 　 2,087,021   1,165,445   840,026   

２．売掛金 　 81,704   103,497   104,190   

３．たな卸資産 　 9,597   19,371   11,985   

４．その他 　 97,851   116,608   117,930   

貸倒引当金 　 △221   △1,871   △600   

流動資産合計 　  2,275,952 41.3  1,403,052 25.9  1,073,532 20.7

Ⅱ　固定資産 　          

１．有形固定資産 　          

（1）建物 ※1,2 1,509,790   1,772,055   1,803,403   

（2）土地 ※２ 392,306   883,003   1,036,947   

（3）その他 ※１ 105,901   192,692   102,700   

有形固定資産合計 　 2,007,998   2,847,752   2,943,050   

２．無形固定資産 　 232,345   207,975   219,752   

３．投資その他の資産 　          

（1）長期前払費用 　 153,240   143,293   148,474   

（2）差入保証金 ※２ 837,872   815,063   795,590   

（3）その他 　 532   480   524   

投資その他の資産合計 　 991,644   958,836   944,588   

固定資産合計 　  3,231,987 58.7  4,014,564 74.1  4,107,392 79.3

資産合計 　  5,507,939 100.0  5,417,616 100.0  5,180,925 100.0

　 　          

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１．買掛金 　 246,344   281,812   217,345   

２．１年以内返済予定の
長期借入金

※２ 936,726   969,189   939,955   

３．賞与引当金 　 34,548   60,966   36,156   

４．その他 ※４ 288,608   338,240   376,011   

流動負債合計 　  1,506,227 27.3  1,650,208 30.5  1,569,468 30.3

Ⅱ　固定負債 　          

１．長期借入金 ※２ 3,002,983   2,583,794   2,558,930   

２．その他 　 501   －   156   

固定負債合計 　  3,003,484 54.6  2,583,794 47.7  2,559,086 49.4

負債合計 　  4,509,712 81.9  4,234,002 78.2  4,128,555 79.7
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前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  580,375 10.5  580,375 10.7  580,375 11.2

２．資本剰余金 　          

  資本準備金 　 213,875   213,875   213,875   

資本剰余金合計 　  213,875 3.9  213,875 3.9  213,875 4.1

３．利益剰余金 　          

  その他利益剰余金 　          

繰越利益剰余金 　 204,089   389,480   258,238   

利益剰余金合計 　  204,089 3.7  389,480 7.2  258,238 5.0

  株主資本合計 　  998,339 18.1  1,183,730 21.8  1,052,488 20.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

    その他有価証券評価差額金 　  △111 △0.0  △115 △0.0  △118 △0.0

  評価・換算差額等合計 　  △111 △0.0  △115 △0.0  △118 △0.0

  純資産合計 　  998,227 18.1  1,183,614 21.8  1,052,369 20.3

  負債純資産合計 　  5,507,939 100.0  5,417,616 100.0  5,180,925 100.0
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②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  2,716,268 100.0  3,077,501 100.0  5,267,487 100.0

Ⅱ　売上原価 　  1,950,683 71.8  2,137,065 69.4  3,846,061 73.0

売上総利益 　  765,585 28.2  940,436 30.6  1,421,426 27.0

Ⅲ　販売費及び
一般管理費

　  511,862 18.9  597,271 19.4  1,033,413 19.6

営業利益 　  253,722 9.3  343,164 11.2  388,012 7.4

Ⅳ　営業外収益 ※１  5,240 0.2  6,719 0.2  12,911 0.2

Ⅴ　営業外費用 ※２  31,639 1.2  36,088 1.2  70,310 1.3

経常利益 　  227,324 8.3  313,795 10.2  330,613 6.3

Ⅵ　特別利益 ※３  80 0.0  － －  － －

Ⅶ　特別損失 ※４  1,107 0.0  4,791 0.2  1,199 0.0

税引前中間
（当期）純利益

　  226,297 8.3  309,004 10.0  329,413 6.3

法人税、住民税
及び事業税

　 101,878   137,166   161,075   

法人税等調整額 　 △5,457 96,420 3.5 △4,904 132,262 4.3 △15,688 145,387 2.8

中間（当期）
純利益 　  129,876 4.8  176,741 5.7  184,026 3.5
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成18年９月30日　残高
（千円）

556,000 189,500 189,500 95,012 95,012 840,512 △47 △47 840,464

中間会計期間中の変動額          

新株の発行 24,375 24,375 24,375   48,750   48,750

剰余金の配当　    △20,800 △20,800 △20,800   △20,800

中間純利益    129,876 129,876 129,876   129,876

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

      △63 △63 △63

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

24,375 24,375 24,375 109,076 109,076 157,826 △63 △63 157,762

平成19年３月31日　残高
（千円）

580,375 213,875 213,875 204,089 204,089 998,339 △111 △111 998,227

当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成19年９月30日　残高
（千円）

580,375 213,875 213,875 258,238 258,238 1,052,488 △118 △118 1,052,369

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当　    △45,500 △45,500 △45,500   △45,500

中間純利益    176,741 176,741 176,741   176,741

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

      3 3 3

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

   131,241 131,241 131,241 3 3 131,244

平成20年３月31日　残高
（千円）

580,375 213,875 213,875 389,480 389,480 1,183,730 △115 △115 1,183,614

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余

金合計繰越利益
剰余金

平成18年９月30日　残高
（千円）

556,000 189,500 189,500 95,012 95,012 840,512 △47 △47 840,464

事業年度中の変動額          

新株の発行 24,375 24,375 24,375   48,750   48,750

剰余金の配当　    △20,800 △20,800 △20,800   △20,800

当期純利益    184,026 184,026 184,026   184,026

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

      △71 △71 △71

事業年度中の変動額合計
（千円）

24,375 24,375 24,375 163,226 163,226 211,976 △71 △71 211,905

平成19年９月30日　残高
（千円）

580,375 213,875 213,875 258,238 258,238 1,052,488 △118 △118 1,052,369
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  

前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

　    

税引前中間（当期）純利益 　 226,297 309,004 329,413

減価償却費 　 70,850 99,741 164,569

投資有価証券評価損 　 － 47 －

株式交付費 　 1,218 － 1,398

固定資産除売却損益 　 1,107 4,743 1,199

貸倒引当金の増減額
（減少：△）

　 △80 1,270 298

賞与引当金の増減額
（減少：△）

　 4,562 24,809 6,169

受取利息及び受取配当金 　 △2,309 △3,061 △5,073

支払利息 　 27,931 34,974 63,429

売上債権の増減額
（増加：△）

　 △15,373 692 △37,860

たな卸資産の増減額
（増加：△）

　 △115 △2,902 △2,503

仕入債務の増減額
（減少：△）

　 51,027 64,466 22,028

前払費用の増減額
（増加：△）

　 9,773 6,085 5,356

未払金の増減額
（減少：△）

　 △10,067 △29,927 44,369

未払消費税等の増減額
（減少：△）

　 26,096 △10,215 30,586

その他 　 △203 2,968 △6,499

小計 　 390,716 502,699 616,883

利息及び配当金の受取額 　 54 788 563

利息の支払額 　 △28,972 △36,899 △64,442

法人税等の支払額 　 △23,594 △118,999 △66,228

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

　 338,202 347,589 486,776
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前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

　    

有形固定資産の取得による支出 　 △38,445 △101,702 △1,051,014

有形固定資産の売却による収入 　 － 134,311 15,000

無形固定資産の取得による支出 　 △146 △400 △908

事業譲受による支出 　 － △45,816 －

差入保証金の差入による支出 　 △2,491 △30,516 △23,198

差入保証金の返還による収入 　 13,564 13,240 78,808

その他 　 △624 △624 △1,248

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

　 △28,143 △31,507 △982,561

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

　    

長期借入金の借入れによる収入 　 1,500,000 600,000 1,500,000

長期借入金の返済による支出 　 △364,650 △545,902 △805,474

株式の発行による収入 　 47,531 － 47,351

配当金の支払額 　 △20,269 △44,760 △20,415

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

　 1,162,611 9,337 721,461

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額（減
少額：△）

　 1,472,671 325,418 225,676

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 614,350 840,026 614,350

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高

※ 2,087,021 1,165,445 840,026
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

 (2）たな卸資産

商品

総平均法による原価法 

(2）たな卸資産

同左

(2）たな卸資産

同左

 貯蔵品

最終仕入原価法による原価

法

  

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法（ただし、建物（附属設

備を除く）については定額法）

を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　15～38年

構築物　　　　　10～20年

車両運搬具　　　４～６年

工具器具備品　　３～６年

(1）有形固定資産

定率法（ただし、建物（附属設

備を除く）については定額法）

を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　15～38年

構築物　　　　　10～20年

車両運搬具　　　４～５年

工具器具備品　　３～６年

(追加情報) 

①平成19年度の法人税改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得

した有形固定資産については改

正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した会計年度の翌

会計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。

　なお、この変更に伴う損益への

影響は軽微であります。

(1）有形固定資産

定率法（ただし、建物（附属設

備を除く）については定額法）

を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　15～38年

構築物　　　　　10～20年

車両運搬具　　　４～５年

工具器具備品　　３～６年

（会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴

い、当事業年度より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。これにより、営業

利益、経常利益及び税引前当期純

利益は、それぞれ5,461千円減少

しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

  ②従来、事業用定期借地権が設定

されている借地上の建物につい

ては、当該契約満了時に更地にて

返還する契約となっているもの

の期間満了時に定期借地権を再

設定する可能性があり、実際の物

理的使用可能期間は契約期間よ

り長いと考えられるため法人税

法に基づく耐用年数により減価

償却を行ってきましたが、契約期

間満了時に定期借地権を再設定

する可能性が明らかでないと判

断した建物について、当該事実が

判明した当事業年度から契約期

間満了時までの残存耐用年数に

より減価償却を実施することに

しました。

　これにより、従来の方法に比べ、

減価償却費が4,766千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前中

間純利益が同額減少しておりま

す。 

 

  (2）無形固定資産

 　定額法を採用しております。

 なお、のれんについては、投資の

効果が及ぶ期間（10年）、自社利

用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

 (2）無形固定資産

 同左

 (2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てる

ため、当中間会計期間に負担すべ

き支給見込額を計上しておりま

す。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるた

め、当事業年度に負担すべき支給

見込額を計上しております。

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

同左 同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処

理の条件を充たしている場合に

は特例処理を採用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

当中間会計期間にヘッジ会計

を適用したヘッジ対象とヘッジ

手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　

　

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　当事業年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッジ手段は

以下のとおりであります。

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

 (3）ヘッジ方針

金利リスクの低減並びに金融

収支改善のため、対象債務の範囲

内でヘッジを行っております。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

特例処理を採用しているため、

有効性の評価は省略しておりま

す。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３か月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左 同左

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度末
（平成19年９月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　 549,637千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　 709,339千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　 626,474千円

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりで

あります。

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりで

あります。

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりで

あります。

建　　　物 574,314千円

土　　　地 126,308千円

差入保証金 146,155千円

合計 846,778千円

建　　　物 549,992千円

土　　　地 126,308千円

差入保証金 147,732千円

合計 824,033千円

建　　　物 564,754千円

土　　　地 126,308千円

差入保証金 146,936千円

合計 837,999千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。

１年以内返済予定の

長期借入金
62,640千円

長期借入金 577,210千円

保証債務 224,754千円

合計 864,604千円

１年以内返済予定の

長期借入金
27,780千円

長期借入金 549,430千円

保証債務 207,258千円

合計 784,468千円

１年以内返済予定の

長期借入金
41,820千円

長期借入金 563,320千円

保証債務 216,679千円

合計 821,819千円

３．偶発債務

当社の所有する建物の地主について、金

融機関からの借入に対して次の債務保証

を行っております。

３．偶発債務

当社の所有する建物の地主について、金

融機関からの借入に対して次の債務保証

を行っております。

３．偶発債務

当社の所有する建物の地主について、金

融機関からの借入に対して次の債務保証

を行っております。

保井　一好 224,754千円 保井　一好 207,258千円 保井　一好 216,679千円

なお、上記保証については、地主の所有

する土地及び当社の所有する建物127,436

千円が担保に供されております。

なお、上記保証については、地主の所有

する土地及び当社の所有する建物　　

121,434千円が担保に供されております。

なお、上記保証については、地主の所有

する土地及び当社の所有する建物　　

124,320千円が担保に供されております。

※４．消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動

負債の「その他」に含めて表示しており

ます。

※４．消費税等の取扱い

同左

※４．消費税等の取扱い

────────

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 2,303千円 受取利息 3,055千円 受取利息 5,062千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 27,931千円 支払利息 34,974千円 支払利息 63,429千円

※３．特別利益のうち主要なもの　　　　 ※３．特別利益のうち主要なもの　　　　 ※３．特別利益のうち主要なもの　　　　

貸倒引当金戻入益 80千円  　────────　 　  　────────　 　

※４．特別損失のうち主要なもの　　　　 ※４．特別損失のうち主要なもの　　　　 ※４．特別損失のうち主要なもの　　　　

固定資産除売却損 1,107千円 固定資産除売却損 4,743千円 固定資産除売却損 1,199千円

　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額

有形固定資産 54,577千円

無形固定資産 13,076千円

有形固定資産 83,306千円

無形固定資産 13,348千円

有形固定資産 132,001千円

無形固定資産 26,431千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 10,400 12,350 － 22,750

合計 10,400 12,350 － 22,750

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

（注）普通株式の発行済株式総数の増加12,350株は、株式分割による増加10,400株、新株予約権の権利行使による新株の

発行による増加1,950株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月22日

定時株主総会
普通株式 20,800 2,000 平成18年９月30日 平成18年12月25日

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 22,750 － － 22,750

合計 22,750 － － 22,750

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数 
当中間
会計期間
末残高

前事業
年度末

当中間
会計期間
増加

当中間
会計期間
減少

当中間
会計期間
末

提出会社 ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － －

合計 － － － － － －

（注）会社法施行前に付与されたストック・オプションであるため残高はありません。

３．配当に関する事項
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(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月21日

定時株主総会
普通株式 45,500 2,000 平成19年９月30日 平成19年12月25日

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度　
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 10,400 12,350 － 22,750

合計 10,400 12,350 － 22,750

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加12,350株は、株式分割による増加10,400株、新株予約権の権利行使による新株の

発行による増加1,950株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数 
当事業年度
末残高前事業

年度末
当事業
年度増加

当事業
年度減少

当事業
年度末

提出会社 ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － －

合計 － － － － － －

（注）１.会社法施行前に付与されたストック・オプションであるため残高はありません。

２.上記の新株予約権の目的となる株式の種類並びに新株予約権の目的となる株式の数については、（ストック・オ

プション等関係）に記載しております。
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３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

 （千円）

１株当たり

　配当額（円）
基準日 効力発生日

平成18年12月22日

定時株主総会
普通株式 20,800 2,000 平成18年９月30日 平成18年12月25日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり

　配当額（円）
基準日 効力発生日

平成19年12月21日

定時株主総会
普通株式 45,500  利益剰余金 2,000 平成19年９月30日 平成19年12月25日

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在） （平成19年９月30日現在）

　現金及び預金勘定と現金及び現金

同等物の額は一致しております。

同左 同左
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

減損損
失累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

建物 315,000 119,849 － 195,150

有形固
定資産
その他

62,681 28,877 1,550 32,253

無形固
定資産

11,079 10,146 － 933

合計 388,761 158,872 1,550 228,337

 
取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額相
当額

(千円)

中間期末
残高相当
額

(千円)

建物 315,000 136,112 178,887

有形固
定資産
その他

51,379 26,024 25,354

無形固
定資産

3,271 545 2,726

合計 369,650 162,682 206,968

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

減損損
失累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

建物 315,000 127,980 － 187,019

有形固
定資産
その他

54,173 26,237 1,550 26,384

無形固
定資産

8,071 4,884 － 3,186

合計 377,244 159,102 1,550 216,590

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 19,711千円

１年超 294,688千円

合計 314,400千円

１年内 19,196千円

１年超 280,707千円

合計 299,904千円

１年内 18,932千円

１年超 288,008千円

合計 306,940千円

リース資産減損勘定の

残高
501千円

　 　 リース資産減損勘定の

残高
156千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

支払リース料 35,863千円

リース資産減損勘定の

取崩額
344千円

減価償却費相当額 15,873千円

支払利息相当額 24,484千円

支払リース料 33,524千円

リース資産減損勘定の

取崩額
156千円

減価償却費相当額 13,839千円

支払利息相当額 23,854千円

支払リース料 70,789千円

リース資産減損勘定の

取崩額
689千円

減価償却費相当額 30,892千円

支払利息相当額 48,679千円

　 　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。

(5) 利息相当額の算定方法

　　　　　　　同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引（借主

側） 

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引（借主

側） 

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引（借主

側）  

未経過リース料

１年内 281,530千円

１年超 3,016,668千円

合計 3,298,199千円

１年内 214,809千円

１年超 2,031,307千円

合計 2,246,116千円

１年内 213,253千円

１年超 2,106,374千円

合計 2,319,628千円
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成19年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 623 436 △187

合計 623 436 △187

当中間会計期間末（平成20年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 575 381 △194

合計 575 381 △194

(注)　当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について47千円減損処理を行なっております。なお、減損

処理にあたっては、中間会計期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行な

い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行なっております。

前事業年度末（平成19年９月30日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

株式 623 423 △200

合計 623 423 △200

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

該当事項はありません。

なお、金利スワップ取引を行ってお

りますが、特例処理を適用しておりま

すので、注記の対象から除いておりま

す。

同左 同左
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（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）

 該当事項はありません。

　

 当中間会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）

該当事項はありません。

 前事業年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

 １．当事業年度において存在したストック・オプションの内容

 決議年月日  平成16年12月15日

 付与対象者の区分及び人数

 当社取締役　　　　　　　　６名 

 当社監査役　　　　　　　　１名

 当社従業員　　　　　　　　11名

 株式の種類別のストック・オプションの付与数

（注）
 普通株式　　　　　　　 2,000株

 付与日  平成17年１月19日

 権利確定条件

 　当社、当社子会社または当社の関係会社の役員ま

たは従業員であることを要する。ただし、任期満了

による退任、定年退職その他正当な理由のある場

合ならびに当社取締役会が特に認めたものについ

てはこの限りでない。

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。

 権利行使期間 平成19年１月20日～平成26年９月30日

 権利行使価格 25,000 円

 付与日における公正な評価単価 －

 （注）１．平成18年11月17日開催の取締役会決議に基づき、平成19年２月１日において、１株を２株とする株式

分割を実施しているため、ストック・オプション数及び権利行使価格は分割後の数値によっておりま

す。

２．株式数に換算して記載しております。

（持分法損益等）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当社は、関連会社を有しておりませ

んので、該当事項はありません。

同左 同左
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１株当たり純資産額 43,878.14円

１株当たり中間純利益金

額
6,134.07円

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額
5,783.44円

１株当たり純資産額 52,027.03円

１株当たり中間純利益金

額
7,768.87円

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額
7,757.17円

１株当たり純資産額 46,258.02円

１株当たり当期純利益金

額
8,378.23円

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
8,134.60円

　当社は、平成19年２月１日付で株式１

株につき２株の株式分割を行っており

ます。

　なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度におけ

る１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

　 　当社は、平成19年２月１日付で株式１

株につき２株の株式分割を行っており

ます。

　なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度におけ

る１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

前事業年度

１株当たり純資産額

40,406.96円 
１株当たり当期純利益金額

 4,993.41円
潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額

 4,604.32円

 前事業年度

１株当たり純資産額

40,406.96円 
１株当たり当期純利益金額

 4,993.41円
潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額

 4,604.32円

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度末
（平成19年９月30日）

純資産の部の合計額（千円） 998,227 1,183,614 1,052,369

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－ － －

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（千円）
998,227 1,183,614 1,052,369

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（株）

22,750 22,750 22,750

２．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年10月１日
至 平成20年３月31日)

前事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 129,876 176,741 184,026

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
129,876 176,741 184,026

期中平均株式数（株） 21,173 22,750 21,964

　    

潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益金額 

   

普通株式増加数（株） 1,284 34 658

 （うち新株予約権） (1,284) (34) (658)
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前中間会計期間

(自 平成18年10月１日
至 平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年10月１日
至 平成20年３月31日)

前事業年度
(自 平成18年10月１日
至 平成19年９月30日)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要

────── ────── ──────
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．平成19年４月27日開催の取締役会

の決議に基づき、同年５月１日、下記

物件について不動産売買契約を締結

し、同日付で売買代金の決済及び引

渡を完了いたしました。

 (1)　目的

当社の葬儀会館ティア豊橋は、現在

賃借中でありますが、長期的視野にお

いて経済的合理性を鑑み、これらを自

社資産として管理・運営することで、

コストの削減、効率化が図れるものと

判断し、購入することを決定いたしま

した。

(2)　売買の相手方：株式会社フリーダ

ム

(3)　不動産の種類

 ティア豊橋：愛知県豊橋市向山大

池町７番16、17

土　　　地：  608.70㎡

店舗用建物：　796.42㎡

(4)　取得価額

 ティア豊橋

土     地：金 90,000千円

建     物：金100,000千円（税

抜）

２．平成19年６月１日開催の取締役会

の決議に基づき、同年６月５日、下記

物件について不動産売買契約を締結

し、同日付で売買代金の決済及び引

渡を完了いたしました。

 (1)　目的

　当社の葬儀会館ティア浄心、ティア

甚目寺及びティア豊橋南は、現在賃

借中でありますが、長期的視野にお

いて経済的合理性を鑑み、これらを

自社資産として管理・運営すること

で、コストの削減、効率化が図れるも

のと判断し、購入することを決定い

たしました。

(2)　売買の相手方：株式会社夢現

────────

　

　

　

　

　

　

　 　

　 　

　 　

　

　

　 　

　 　

　 　

　 　

　

　

────────
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前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

 (3)　不動産の種類

 ティア浄心：愛知県名古屋市西区

上名古屋二丁目2202

番１

土　　　地：　 666.92㎡

店舗用建物： 1,005.80㎡

 ティア甚目寺：愛知県海部郡甚目

寺町大字坂牧字坂

塩122番、123番、

124番１、125番１

土　　　地：   726.81㎡

店舗用建物：　 598.88㎡

 ティア豊橋南：愛知県豊橋市牧野

町158番3、12

土　　　地： 1,697.50㎡

店舗用建物：　 809.52㎡

  

(4)　取得価額

 ティア浄心

土     地：金187,400千円

建     物：金133,800千円（税

抜）

 ティア甚目寺

土     地：金 70,000千円

建     物：金 62,000千円（税

抜）

 ティア豊橋南

土     地：金140,700千円

建     物：金 62,800千円（税

抜）

　

　

　

　

　

　

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第11期）（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月21日東海財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書

　平成20年５月22日東海財務局長に提出

　事業年度（第10期）（自　平成17年10月１日　至　平成18年９月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

　事業年度（第11期）（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成１９年６月２７日

株式会社　テ　ィ　ア  

取 締 役 会　　御中    

 監 査 法 人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中　　浜　　明　　光　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 水　　野　　信　　勝　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 足　　立　　政　　治　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ティアの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの第１１期事業年度の中間会計期間（平成１８年１０月

１日から平成１９年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社ティアの平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年１０月１

日から平成１９年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年５月１日及び同年６月５日に土地建物をそれぞれ取得している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）上記は監査報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管

しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成２０年６月１７日

株式会社　テ　ィ　ア  

取 締 役 会　　御中    

 監 査 法 人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中　　浜　　明　　光　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 西　　原　　浩　　文　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ティアの平成１９年１０月１日から平成２０年９月３０日までの第１２期事業年度の中間会計期間（平成１

９年１０月１日から平成２０年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株

主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社ティアの平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年１０月１

日から平成２０年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）上記は監査報告書に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管

しております。
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